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2040年を見据えたがん医療の均てん化・集約化に取り組むべき医療のイメージ（案）

均てん化すべき医
療

対象となる医療行為例基本的な考え方

放射線療法

【都道府県又は更に広域で集約化の検討が必要な医療】
粒子線治療
BNCT

【都道府県で集約化の検討が必要な医療】
専用病室を要するRI内用療法
密封小線源治療 （組織内照射）

集約化の考え方
（医療技術の観点）
• がん医療に係る一連のプロセスである
「診断、治療方針の決定｣に高度な判断
を要する場合や、「治療、支持療法・緩
和ケア」において、新規性があり一般
的・標準的とは言えない治療法や、高度
な医療技術が必要であり、拠点化して
症例数の集積が必要な医療。

• 診断や治療に高額な医療機器や専用設
備等の導入及び維持が必要であるため、
効率性の観点から症例数の集積及び医
療資源の集約化が望ましい医療。

（医療需給の観点）
• 症例数が少ない場合や専門医等の医療
従事者が不足している診療領域等、効
率性の観点から集約化が望ましい医療。

※緊急性の高い医療で搬送時間が重視
される医療等、患者の医療機関へのア
クセスを確保する観点も留意する必要
がある。

【がん医療圏又は複数のがん医療圏単位での集約化の検討が必要な医療】
精度の高い放射線治療 （IMRT、IGRT)
IMRT以外の外部照射
密封小線源治療 （腔内照射）
外来・特別措置病室でのRI内用療法

がん検診
リハビリテーション
支持療法
緩和ケア

均てん化の考え方
• がん予防や高齢化、がんとの共生等の
観点から出来る限り多くの医療機関（診
療所等）で対応が可能であることが望
ましい医療。

都道府県又は更に広域（※１）で

集約化の検討が必要な医療

• 国立がん研究センター、

都道府県がん診療連携拠点病院、

大学病院本院

• 地域の実情によっては

地域がん診療連携拠点病院等

がん医療圏又は複数のがん医療

圏単位での集約化の検討が

必要な医療

• がん診療連携拠点病院等

• 地域の実情によってはそれ以外

の医療機関

均てん化が望ましい医療

• 患者にとって身近な診療所等

（※１）国単位で確保することが望ましい医療として、小児がん・希少がんの中でも特に高度な専門性を有する診療等が考えられる。
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2040年を見据えた放射線治療を受ける患者数の推移の見通し
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中村和正、他. JASTRO newsletter 146(4) : 31-32, 2022.

がん罹患数は2040年までは増加傾向にあり、また高齢化率が高まることを考えれば放射線治療の
必要性は高まると考えられる
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大西洋前健保委員長
による「がん対策推
進会議資料」
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医療施設調査

全体の施設数は減少
IMRT、定位照射など
高精度治療を行う施設
は増加

Aoyama T, et al. JRR 2024;65:328-336 

高精度治療

放射線治療施設数
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症例数の多い施設(HVRF)と少ない施設(LVRF)で根治的放射線治療を受けた患者のアウトカムを比
較した研究を系統的レビューとメタアナリシスで分析

対象疾患：頭頸部がん(HNC)の7研究、子宮頸がん4研究、前立腺がん4研究、膀胱がん3研究、肺
がん2研究、肛門がん2研究、食道がん、脳腫瘍、肝臓がん、膵臓がんが各1研究

結果：メタアナリシスにより、HVRFはLVRFと比較して死亡リスクが低いことが示された(HR, 
0.90; 95% CI, 0.87-0.94)。
頭頸部がんと前立腺がんにおいて、ボリュームとアウトカムの関連性が最も強く示された。

結論：ほとんどのがん種において、放射線治療ボリュームと患者アウトカムの間に関連性が認め
られた。ボリュームとアウトカムの関連性が強いがん種については、放射線治療の集約化を検討
する必要があるが、公平なアクセスへの影響も考慮する必要がある。

考察： high-volume施設の高精度治療における臓器輪郭設定や小線源治療など複雑な手技におけ
る高い専門性が良好なアウトカムにつながっている

患者の集約化による医師の経験蓄積とそれに伴う治療成績の向上や
有害事象発生率の減少について
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食道癌外照射と施設規模：年間治療症例数が多いほうが生存率が高かった

患者の集約化による医師の経験蓄積とそれに伴う治療成績の向上や
有害事象発生率の減少について
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前立腺癌外照射と施設規模：施設規模が大きいほど、再発治療率が少なかった。

Secondary therapy-free survival

患者の集約化による医師の経験蓄積とそれに伴う治療成績の向上や
有害事象発生率の減少について
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I期非小細胞肺がん（手術不能例）に対する放射線治療成績
通常の放射線治療 vs. アカデミック施設による体幹部定位放射線治療

Year5y OS3y OSDose (med) /
Daily doseStageAgeNr.Author

1980-8922.234.255-75 (64.7)/
2GyI50-89149Morita

1980-951339(2y)
50-80 (64)/

1.8-3.0Gy:QD
1.2-1.6Gy:BID

I46-95141Sibley

1978-92153160-65/
2.5-3GyI56-88108Krol

2004-0840.859.948/12GyIA78 (59-
90)104JCOG0403

⇒アカデミック施設による高精度放射線治療により生存率が大幅に改善
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標準治療の施行率は年間症例数や認定施設かどうかの影響を受けている

第61回がん対策推進協議会資料

手術件数と推奨グレードAの術後照射施行割合 認定施設かどうかと術後照射施行割合

乳がん 乳がん
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高額な放射線治療装置の設置・メンテナンス、機器更新と、それに伴う
採算性の課題について

① 日本の施設当たり新患患者数の推移

施設当たり年間治療患者数 JASTRO構造調査より
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日本の半数近くの放射線治療施設は、年間新患放射線治療患者数は200名以下である。
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② 外照射の保険点数の推移と放射線治療機器の価格の高騰
外照射の診療報酬が１５年ほとんど上昇していないが、機器本体およびメンテナンス価格が
約３倍に高騰している。

元 健保委員長土器屋先生資料より
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高額な放射線治療装置の設置・メンテナンス、機器更新と、それに伴う
採算性の課題について
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③ 外照射の治療患者数と収益性
以前は人件費を除けば年間150－200名治療すれば償却できていたが、機器の高騰により
きわめて収支が悪化している。

導入コスト 2.5億円
10年で償却 2500万円/年

電気・水道費

メンテナンス費用 2000万円/年

保険収入＝治療料ｘ治療回数

年間150-200名

治療症例数

保
険
収
入放射線治療装置は、消耗品がほとんど

ないため、損益分岐点を超えた数を治
療すると、ほぼ純益となる点が特徴

現在、年間200名以下の規模の病院では収益性を保つことが困難になりつつある

放射線治療装置が2～3億円であった場合

現在、導入コ
スト5-6億円、
メンテナンス
費用4000万円
程度となって
いる

高額な放射線治療装置の設置・メンテナンス、機器更新と、それに伴う
採算性の課題について
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放射線治療専門医数

放射線治療専門医
継時変化と男女比率 現在1440名

女性は20%
（若い世代は25％）
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放射線治療専門医育成システム

卒後臨床研修
─ ─ 幅広い分
野の一般臨床
研修

日本医学放射線学会による

日本医学放射線学会と日本放射線腫瘍学会による

日本専門医機構による

～～

放射線科専門医
──

放射線医学全般の
研修
• 画像診断・
• 放射線治療
• 核医学

放射線治療専門研修
• サブスペシャリティ 研修

• 症例
• 特殊治療技術 症例
小線源治療 など

放射線治療専門医
• 年間 名程度育成

名（ ）
• 年ごとの資格更新

放射線診断専門研修

引退者分を差し引いて
40～50名/年増
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放射線治療施設と人員

放射線治療患者数
治療施設数
施設あたりの平均放射線治療患者数
常勤放射線腫瘍医
施設あたりの平均放射線治療医数
常勤一人あたりの年間治療患者数
常勤放射線治療技師数

施設当たりの常勤放射線治療技師数

常勤技師一人あたりの年間治療患者数

医学物理士数
施設あたりの医学物理士数
物理士一人あたりの年間患者数

施設あたりの常勤
放射線治療医数が
少ない

施設あたりの医学
物理士もさらに少
ない

JASTRO定期構造調査 2022 updated
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浜松医大 中村和正教授提供Nakamura K, et al. Jpn J Clin Oncol 2018, 48(5) 476–479よりグラフ化

日本 1.24

デンマーク 8.3
オランダ 6.3
カナダ 5.4
英国 4.97
フランス 2.77
韓国 2.5
ドイツ 1.95
米国 1.59
Av.  3.3

一人当たりGNI20000ドル以上の国で、
癌罹患数がわかる26カ国 GNI per capita, 
Atlas method 2011 by The World Bank
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RI専用病室を必要とする入院RI内用療法と、外来・特別措置病室で
実施できるRI内用療法の目標とすべき提供体制の違いについて

RI専用病室が必要な治療（現在は、転移を有する甲状腺癌I-131治療等）では、RI専用病室

（放射線治療病室）を新たに建築するには高額は費用が必要であるため、都道府県または複

数の都道府県単位で確保すべき医療と考えられる。

一方、外来・特別措置病室で実施できるRI内用療法は、今後さらに適応が広がる可能性があ

り（Ra-223、Lu-177-DOTATATE、Lu-177-PSMA等）、また、特別措置病室の設置は放射

線治療病室の建設ほど高額の費用は必要でないため、がん診療連携拠点病院等が中心となる

ことが想定される。
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まとめ：集約化における基本的な考え方（放射線療法の視点）

放射線治療では、設備投資に多額の費用が必要であり、そのメンテナンス費用も高額である
ことが他の治療法との大きな違いである。質の高いがん医療の提供を持続可能とするため、
莫大な初期投資が必要な粒子線治療やBNCT、高額な設備投資と定期的な更新が必要なX線治
療装置、RI内用療法、密封小線源治療の集約化が検討されるべきである。

専門医や物理士の効率的配置、放射線治療の品質管理と治療成績、高額な放射線治療装置の
設置・メンテナンス、機器更新とそれに伴う採算性・治療患者数を考慮する必要がある。

人口密集地域においては、高額な医療機器や専用の設備の有機的・効率的な使用のための集
約化を検討する必要がある。

一方、年間治療症例数が少ない人口少数地域においては、放射線治療装置の収益が不十分
でも、自院、近隣の病院でがん治療を行っている限り、通常の放射線治療や、骨転移等の緩
和照射、転移による脊髄圧迫に対する緊急照射等を行う必要がある。患者のアクセスも踏ま
え、現在の小規模施設をある程度の医療圏に集約した放射線治療施設は必要となる。
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1段目：都道府県又は更に広域（※１）で集約化の検討が必要な医療
• 国立がん研究センター、都道府県がん診療連携拠点病院、大学病院本院
• 地域の実情によっては地域がん診療連携拠点病院等

⇒ 粒子線治療（重粒子、陽子線）、BNCT、専用病室を要するRI内用療法
密封小線源治療（組織内照射）

2段目：がん医療圏又は複数のがん医療圏単位での集約化の検討が必要な医療
• がん診療連携拠点病院等
• 地域の実情によってはそれ以外の医療機関

⇒精度の高い放射線治療（IMRT, IGRT）、IMRT以外の外部照射、
外来・特別措置病室でのRI内用療法、密封小線源治療（腔内照射）

3段目：「均てん化が望ましい医療」

まとめ：放射線療法の集約化
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2040年を見据えたがん医療の均てん化・集約化に取り組むべき医療のイメージ（案）

均てん化すべき医
療

対象となる医療行為例基本的な考え方

放射線療法

【都道府県又は更に広域で集約化の検討が必要な医療】
粒子線治療
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【都道府県で集約化の検討が必要な医療】
専用病室を要するRI内用療法
密封小線源治療 （組織内照射）

集約化の考え方
（医療技術の観点）
• がん医療に係る一連のプロセスである
「診断、治療方針の決定｣に高度な判断
を要する場合や、「治療、支持療法・緩
和ケア」において、新規性があり一般
的・標準的とは言えない治療法や、高度
な医療技術が必要であり、拠点化して
症例数の集積が必要な医療。

• 診断や治療に高額な医療機器や専用設
備等の導入及び維持が必要であるため、
効率性の観点から症例数の集積及び医
療資源の集約化が望ましい医療。
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• 症例数が少ない場合や専門医等の医療
従事者が不足している診療領域等、効
率性の観点から集約化が望ましい医療。

※緊急性の高い医療で搬送時間が重視
される医療等、患者の医療機関へのア
クセスを確保する観点も留意する必要
がある。
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精度の高い放射線治療 （IMRT、IGRT)
IMRT以外の外部照射
密封小線源治療 （腔内照射）
外来・特別措置病室でのRI内用療法
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支持療法
緩和ケア

均てん化の考え方
• がん予防や高齢化、がんとの共生等の
観点から出来る限り多くの医療機関（診
療所等）で対応が可能であることが望
ましい医療。

都道府県又は更に広域（※１）で

集約化の検討が必要な医療

• 国立がん研究センター、

都道府県がん診療連携拠点病院、

大学病院本院

• 地域の実情によっては

地域がん診療連携拠点病院等

がん医療圏又は複数のがん医療

圏単位での集約化の検討が

必要な医療

• がん診療連携拠点病院等

• 地域の実情によってはそれ以外

の医療機関

均てん化が望ましい医療

• 患者にとって身近な診療所等

（※１）国単位で確保することが望ましい医療として、小児がん・希少がんの中でも特に高度な専門性を有する診療等が考えられる。
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